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１．はじめに 

パティンバン港アクセス道路新設工事は、インドネ

シア国内における円借款事業である。既存のタンジュ

ンプリオク港が、数年のうちに施設容量の限界に達す

ると予想されるため、新たな港湾施設の建設が進めら

れている。本工事は、新港建設事業の一環として、既

存の国道からパティンバン新港への連絡道路を新設す

る工事である。全幅 21.5m、計 4 車線の道路及び橋梁を

延長 8.2km に渡って建設する。内訳はパイルスラブ区

間が 5.9km、橋梁区間が 1.6km、盛土区間が 0.7km であ

る（図-1）。パイルスラブ及び橋梁は杭基礎構造（杭径

0.6m、平均杭長 37m、PC 杭）であり、杭は打撃工法に

より施工した。本稿は、打撃工法による杭の施工記録

及び打止め管理手法について報告するものである。 

 

２．施工方法 

工期が非常に厳しい現場であり、計画では最大で 1

日 100 本の杭を施工しなければならなかった。そこで、

杭の施工法として、ディーゼルハンマを用いた打撃工

法を採用した。施工は、懸垂式と 3 点支持式の 2 種類

の杭打ち機により行った。 

 

３．試験施工 

(1) 目的 

 試験杭の目的は、支持層を確認するとともに、各種

データ（貫入量、リバウンド量、打撃回数等）を記録

し、本杭の打止め管理基準を定めることにある（図-2）。 

(2) 動的支持力管理式 

 打撃杭工法の打止め管理には、一般的に動的支持力

管理式が用いられる。動的支持力管理式には、Hiley 式

や旧建設省告示の式（5S の式）、道示式などがある。 
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 本工事では、発注者からの要求により、同国内の同

種工事において実績がある 5S の式を用いた。 

(3) 静的載荷試験 

 杭の静的載荷試験の目的は、設計の妥当性及び施工

の確実性を確認することにある。本工事は施工延長が

長く、土層構成が一様ではないと考えられるため、施

工エリアを大きく 3 つに分けて計 3 箇所で載荷試験を

実施した（図-3）。試験方法は ASTM D 1143 に準拠し、

段階載荷方式により最大 3 日間に渡り、荷重と変位を

記録した。試験装置には油圧式杭打機を用い、機械重

量にカウンターウェイトの重量を加えた荷重を反力と

した。試験の結果、いずれの杭も設計の支持力を上回

ることを確認した（図-4）。 

 

４．本杭施工 

(1) 打止め管理 

動的支持力管理式は、あくまでも打止め管理の概略 

図-1 構造物一般図（パイルスラブ） 

 

全幅 21.5m 

 

 

図-2 試験施工結果（試験杭 No.54） 
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式であり、支持力評価に用いてはならない。ただし、

試験施工や載荷試験の結果に応じて適切に補正するこ

とで、支持力の推定精度を高めることは可能である。 

本工事において、1 つの載荷試験結果より全ての杭の

打止め管理を行うことは適切でないと考えられたため、

載荷試験を実施した施工エリアごとに打止め管理式の

補正係数を定め、補正した管理式に基づき打止め管理

を行った（表-2、図-5）。 

(2) 衝撃載荷試験 

 施工管理の確実性を検証する目的で、12,377 本の本

杭のうち、287 本に対して衝撃載荷試験を実施し、支持

力が設計値を上回ることを確認した。 

 

 

図-5 打止め管理の手順 

 

図-6 打設完了状況 

 

５．おわりに 

施工延長が長く、土層構成が一様でない本工事にお

いて、打止め管理基準を適切に定めることが重要な課

題であった。施工エリアを大きく 3 つに分けて静的載 

荷試験を実施し、試験の結果をもとにエリアごとの補

正係数を定めることで、土層構成のばらつきを打止め

管理式に反映した。修正した管理式を用いて、12,377

本の本杭を施工し、287 箇所の衝撃載荷試験により支持

力の確認を行った（図-6）。以上より、打止め管理の妥

当性を確認するとともに、膨大な施工データを得るこ

とができた。今後はこれらを整理して更なる分析を行

い、同種工事の管理へと展開していく予定である。 
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図-4 試験結果総合図（試験杭 No.8） 
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図-3 施工エリアと試験位置 
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